
.さらに,労使委員会ゐ活慮の仕万としてはl.これに事前協義や苦情処理
L

の機能を持.たせ,,労使委員会における亭前協議や苦情処理等が適正に行わ

れた場合には,そのことが配置転換,出向1.解雇等の権利濫用の判断にお

いて考慮要索となり待ることを指針等で明らかにすることが考えられるo

なおl一労使委貞会の決議に上記の.ような裁業規即の変更の合琴性の推定

の効果等を与えるなちばlその委員の意見が十分に反映される必要があろ

ことから1決議が全会一敦であることが必要とb一指靖もあるo,しかし,労

働者季貞の意見桔-致してヤーることが理想であるにしても,琴に多様な労

働者が存在する中で常に意見が-致することは現実的でないo全会一琴を

要件とする土とでl労痩委貞会制度が利用しにくいものとなるおそれが強

いoまた1過半数組合や過半数代表者く与れらは労働者の過半数を代表し

ていればよく,そゐ全貞を代表すろ必要はない.Jを清用する他の琴行制度

や-労働姐合内部の意思換定方蔭も必ずしも壷会丁致によ.るものではない

こと等との帝離が生ずるD労働者委員の過半数でも合意できればl労働者

の多くの意見を民主的に集約したものとv-えよう.

またl労使委貞会の括用方法を検討するに当たって虹.労使委具会が労

働由合の団体交渉を阻害する土とや,その決議が労働協豹ゐ機能を阻書す

る.ことがないような仕親みとする必要があるo.さらに,労使垂員会の決蔑

は-周体交渉を経て療結された労働協約とは具年り1当然に個々の労働者
を拘束したり,.それ単独で権利義務を設定したりするものではないことに

留意する必要があるD

このほか,ー現行の労廟基準汝の企画業務型裁量労働制における労使委員
会との関係につVては,労働契約法制における.労使委貞会の決藷臥必要

な要件を課した上で,企画業務型裁量労働制における労使委貞会の決議に

代替することができるとすることなどが考えられようD

またl労働契約法制における労使委員会ゐ決議に,労働基準法第.36条の

労使協定等に代わる効力を与えることも考えられる.

第2 労働関係の成立

1 採用内定

くり採用内定oD実態と労働基準法との関係

新規学卒者の採用に当たっては1多くの企業で採用内定が行われているo

新規大学卒業者の採用内定を行ってVlる企業はへ 従業員300人以上1000
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